
整理番号

564

３　再生可能エネルギー発電事業計画の認定設備ID：

４　設置工事： 〇 完了 工事中 未着手

５　事業区域の面積(発電出力)： 6,235 250 kW)

６　Ａ、Ｂのいずれかに○を入れ、（　　）内に日付を記入してください。

Ａ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出あり

年 月

〇 Ｂ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出なし 

2016 年 8 月 18 ※未着手の場合は着手予定日を記入

　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

７　発電開始日： 西暦 2016 年 10 月 11

８　防災上の措置に関する基準への適合状況

(2)擁壁
   の
   設置

適合

適合

適合

(4)のり
   面の
   構造

適合

(5)のり
   面保
   護

適合

工作物が設置された地盤の勾配は30 度以下であ
るか。または、30度を超える場合、地盤調査等に
より、その安定が確認できるか。

切土等により崖(勾配が30度を超える土地)が生じ
た場合、当該崖の表面が擁壁で覆われているか。
または、覆われていない場合、勾配、地質、土質
及び高さからみて崩壊のおそれがない、又は周辺
の土地利用の状況等により擁壁の設置の必要がな
いか。

安定計算等により、その安定性が確かめられたも
のであるか。

当該擁壁の裏面の排水を良くするための水抜穴及
び透水層が設けられているか。

切土等によりのり面が生じた場合、当該のり面の
構造が、小段又は排水施設の設置その他の措置が
適切に行われているか。

事業区域内ののり面が雨水、風化等により浸食さ
れないよう植生工等によるのり面保護が行われて
いるか。

(3)擁壁
   の
   構造

適合

地
盤
の
安
定
性
の
確
保

(1)地盤
   の
   勾配

防災上の措置に関する基準への適合状況等の自己点検票（公表用）

兵庫県神崎郡市川町奥字上ノ２

兵庫県加古郡稲美町蛸草３４９-２

基準への適合状況等（※2）

 適 合・
不適合
・不 明

（設置工事着手　西暦

（届出　　　　　西暦

１　事業区域の所在地：

             氏名： 有限会社　オオクボ　代表取締役　大窪　尚子

A781614E28

平方メートル（

事　　項

    ※ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名

日）

日）

日）

防災上の措置に関する基準（※1）

２　発電事業者住所：

※  依頼文書に記載の整理番号を右欄に記入の上、全ての黄色のセルに記入願います。ただ
　し、設置工事中の場合は、７､９(4)～(6)への記入は不要です。設置工事未着手の場合は、
　７､８､９(2)～(6)への記入は不要です。灰色のセルへの記入は不要です。
　  記入漏れがないことを御確認の上､提出いただきますようお願いします｡

不適合又は不明の場合の防災に関する
自己評価等を記入ください。

（裏面に続く）



(6)排水
   施設
   の能
   力

適合

適合

適合

適合

(8)調整
   池の
   設置

適合

適合

適合

適合

適合

総合評価

有

民家の戸数： 10 戸

盛土造成面積： ㎡

斜面の最大勾配： 度

無

無

無

無

無

無

無

無

変状に関
する総合
評価

維持管理の容易な構造であるか。

土砂の流出を防止するための泥溜め又は沈砂池が
適切に設置されているか。

周辺地域の浸水被害の可能性が明らかに高まる場
合、調整池が設置されているか。

災害危険区域が含まれていないか。

事業区域の規模、地形、降水量等及び放流先の排
水能力を考慮し、事業区域及び流域の地表水等が
有効に排出される勾配及び断面を有する排水施設
が設置されているか。

堅固で耐久性を有するものか。

事業区域内にＹ区域が含まれているか。

※1 防災上の措置に関する基準については、同封の「太陽光発電施設の設置等に関する基準」の事項２太陽光
   発電施設の設置に係る防災上の措置に関する事項で規定されています。
　 なお、施設基準の各項目について、その解説や標準的な検討方法を示した「技術マニュアル(案)」を以下
   の兵庫県HPに掲載していますので併せて御確認ください。

適合

９　土砂災害警戒区域、地盤の変状等の状況

有・無
・該当なし
(※3)

※2 基準への適合状況には､適合･不適合･不明を選択し､不適合又は不明の場合は､防災に関する自己評価
　（できるだけ根拠となる数値等も併せて）及び今後の安全対策の方法､時期等を記入。

土砂災害特別警戒区域が含まれていないか。

内　　　　　容

　 兵庫県HP：https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks29/taiyoukoujourei.html　の関連資料に掲載しています。

地すべり防止区域が含まれていないか。

急傾斜地崩壊危険区域が含まれていないか。

(1)土砂災害
　 警戒区域
   (Ｙ区域)

排
水
施
設
の
設
置

(7)排水
   施設
   の構
   造

(9)設  置
   不適地

事　　項
自己評価、判断等（※4）

(支障なし・要経過観察・対策が必要)

無

無
（斜面に工作物を設置している場合）

※3 (1)～(6)について該当の｢有｣｢無｣を選択。ただし､(5)､(6)
　については､擁壁､盛土がなければ｢該当なし｣を選択。
※4 (1)～(3)について｢有｣の場合､数値を記入。(4)～(6)につ
　いて｢有｣の場合､｢支障なし｣｢要経過観察｣｢対策が必要｣のい
　ずれかを選択 (同封の｢経年による地盤の変状等の自己点検の
　方法｣参照)｡

(5)経年によ
   る擁壁の
   変状
　(※3)

(6)経年によ
   る盛土の
   り面の変
   状(※3)

(4)経年によ
　 る地盤の
   変状

(3)工作物の
　 斜面設置

(2)盛土造成
（盛土造成がある場合）

事業区域内に盛土造成があるか。

工作物を斜面に設置しているか。

クラック、亀裂があるか。

沈下・隆起があるか。

吹付モルタルの剥離があるか。

ガリ浸食跡があるか。

表面の不陸または凹凸があるか。

遊離石灰の溶出、錆汁の痕跡があるか。

（下流域にＹ区域が存する場合）
有

事業区域の下流域にＹ区域が存しているか｡
(存する場合のＹ区域内の民家の戸数)

クラック､ずれ､はらみ､抜けがあるか。

水抜き穴のつまり、背面土流出があるか。

支障なし



整理番号

565

３　再生可能エネルギー発電事業計画の認定設備ID：

４　設置工事： 〇 完了 工事中 未着手

５　事業区域の面積(発電出力)： 5,322 500 kW)

６　Ａ、Ｂのいずれかに○を入れ、（　　）内に日付を記入してください。

Ａ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出あり

年 月

〇 Ｂ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出なし 

2016 年 3 月 1
　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

７　発電開始日： 西暦 2016 年 7 月 20

８　防災上の措置に関する基準への適合状況

(2)擁壁
   の
   設置

適合

適合

適合

(4)のり
   面の
   構造

適合

(5)のり
   面保
   護

適合

※  依頼文書に記載の整理番号を右欄に記入の上、全ての黄色のセルに記入願います。ただ
　し、設置工事中の場合は、７､９(4)～(6)への記入は不要です。設置工事未着手の場合は、
　７､８､９(2)～(6)への記入は不要です。灰色のセルへの記入は不要です。
　  記入漏れがないことを御確認の上､提出いただきますようお願いします｡

不適合又は不明の場合の防災に関する
自己評価等を記入ください。

防災上の措置に関する基準への適合状況等の自己点検票（公表用）

兵庫県神崎郡市川町奥池ノ内787-1

兵庫県姫路市北原1133-1

基準への適合状況等（※2）

 適 合・
不適合
・不 明

（設置工事着手　西暦

（届出　　　　　西暦

１　事業区域の所在地：

             氏名： 梅田　晶久

A911426E28

平方メートル（

事　　項

    ※ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名

日）

日）

日）

防災上の措置に関する基準（※1）

２　発電事業者住所：

(3)擁壁
   の
   構造

適合

地
盤
の
安
定
性
の
確
保

(1)地盤
   の
   勾配

工作物が設置された地盤の勾配は30 度以下であ
るか。または、30度を超える場合、地盤調査等に
より、その安定が確認できるか。

切土等により崖(勾配が30度を超える土地)が生じ
た場合、当該崖の表面が擁壁で覆われているか。
または、覆われていない場合、勾配、地質、土質
及び高さからみて崩壊のおそれがない、又は周辺
の土地利用の状況等により擁壁の設置の必要がな
いか。

安定計算等により、その安定性が確かめられたも
のであるか。

当該擁壁の裏面の排水を良くするための水抜穴及
び透水層が設けられているか。

切土等によりのり面が生じた場合、当該のり面の
構造が、小段又は排水施設の設置その他の措置が
適切に行われているか。

事業区域内ののり面が雨水、風化等により浸食さ
れないよう植生工等によるのり面保護が行われて
いるか。

（裏面に続く）



(6)排水
   施設
   の能
   力

適合

適合

適合

適合

(8)調整
   池の
   設置

適合

適合

適合

適合

適合

総合評価

無

民家の戸数： 戸

盛土造成面積： ㎡

斜面の最大勾配： 度

無

無

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

変状に関
する総合
評価

（下流域にＹ区域が存する場合）
無

事業区域の下流域にＹ区域が存しているか｡
(存する場合のＹ区域内の民家の戸数)

クラック､ずれ､はらみ､抜けがあるか。

水抜き穴のつまり、背面土流出があるか。

支障なし

無

無
（斜面に工作物を設置している場合）

※3 (1)～(6)について該当の｢有｣｢無｣を選択。ただし､(5)､(6)
　については､擁壁､盛土がなければ｢該当なし｣を選択。
※4 (1)～(3)について｢有｣の場合､数値を記入。(4)～(6)につ
　いて｢有｣の場合､｢支障なし｣｢要経過観察｣｢対策が必要｣のい
　ずれかを選択 (同封の｢経年による地盤の変状等の自己点検の
　方法｣参照)｡

(5)経年によ
   る擁壁の
   変状
　(※3)

(6)経年によ
   る盛土の
   り面の変
   状(※3)

(4)経年によ
　 る地盤の
   変状

(3)工作物の
　 斜面設置

(2)盛土造成
（盛土造成がある場合）

事業区域内に盛土造成があるか。

工作物を斜面に設置しているか。

クラック、亀裂があるか。

沈下・隆起があるか。

吹付モルタルの剥離があるか。

ガリ浸食跡があるか。

表面の不陸または凹凸があるか。

遊離石灰の溶出、錆汁の痕跡があるか。

事業区域内にＹ区域が含まれているか。

※1 防災上の措置に関する基準については、同封の「太陽光発電施設の設置等に関する基準」の事項２太陽光
   発電施設の設置に係る防災上の措置に関する事項で規定されています。
　 なお、施設基準の各項目について、その解説や標準的な検討方法を示した「技術マニュアル(案)」を以下
   の兵庫県HPに掲載していますので併せて御確認ください。

適合

９　土砂災害警戒区域、地盤の変状等の状況

有・無
・該当なし
(※3)

※2 基準への適合状況には､適合･不適合･不明を選択し､不適合又は不明の場合は､防災に関する自己評価
　（できるだけ根拠となる数値等も併せて）及び今後の安全対策の方法､時期等を記入。

土砂災害特別警戒区域が含まれていないか。

内　　　　　容

　 兵庫県HP：https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks29/taiyoukoujourei.html　の関連資料に掲載しています。

地すべり防止区域が含まれていないか。

急傾斜地崩壊危険区域が含まれていないか。

(1)土砂災害
　 警戒区域
   (Ｙ区域)

排
水
施
設
の
設
置

(7)排水
   施設
   の構
   造

(9)設  置
   不適地

事　　項
自己評価、判断等（※4）

(支障なし・要経過観察・対策が必要)

維持管理の容易な構造であるか。

土砂の流出を防止するための泥溜め又は沈砂池が
適切に設置されているか。

周辺地域の浸水被害の可能性が明らかに高まる場
合、調整池が設置されているか。

災害危険区域が含まれていないか。

事業区域の規模、地形、降水量等及び放流先の排
水能力を考慮し、事業区域及び流域の地表水等が
有効に排出される勾配及び断面を有する排水施設
が設置されているか。

堅固で耐久性を有するものか。



整理番号

567

３　再生可能エネルギー発電事業計画の認定設備ID：

４　設置工事： 〇 完了 工事中 未着手

５　事業区域の面積(発電出力)： 43,558 1,859 kW)

６　Ａ、Ｂのいずれかに○を入れ、（　　）内に日付を記入してください。

〇 Ａ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出あり

2019 年 10 月 29

Ｂ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出なし 

年 月

　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

７　発電開始日： 西暦 2020 年 10 月 29

８　防災上の措置に関する基準への適合状況

(2)擁壁
   の
   設置

適合

適合

適合

(4)のり
   面の
   構造

適合

(5)のり
   面保
   護

適合

※  依頼文書に記載の整理番号を右欄に記入の上、全ての黄色のセルに記入願います。ただ
　し、設置工事中の場合は、７､９(4)～(6)への記入は不要です。設置工事未着手の場合は、
　７､８､９(2)～(6)への記入は不要です。灰色のセルへの記入は不要です。
　  記入漏れがないことを御確認の上､提出いただきますようお願いします｡

不適合又は不明の場合の防災に関する
自己評価等を記入ください。

防災上の措置に関する基準への適合状況等の自己点検票（公表用）

兵庫県神崎郡市川町下加瀬字池尻５６２他９４筆

東京都中央区京橋３－１２－７ 水田湖二株式会社

基準への適合状況等（※2）

 適 合・
不適合
・不 明

（設置工事着手　西暦

（届出　　　　　西暦

１　事業区域の所在地：

             氏名： 代表取締役ステルフェルド・レミ・タケユキ(ため池に設置)

AZ99918E28

平方メートル（

事　　項

    ※ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名

日）

日）

日）

防災上の措置に関する基準（※1）

２　発電事業者住所：

適合

地
盤
の
安
定
性
の
確
保

(1)地盤
   の
   勾配

工作物が設置された地盤の勾配は30 度以下であ
るか。または、30度を超える場合、地盤調査等に
より、その安定が確認できるか。

切土等により崖(勾配が30度を超える土地)が生じ
た場合、当該崖の表面が擁壁で覆われているか。
または、覆われていない場合、勾配、地質、土質
及び高さからみて崩壊のおそれがない、又は周辺
の土地利用の状況等により擁壁の設置の必要がな
いか。

安定計算等により、その安定性が確かめられたも
のであるか。

当該擁壁の裏面の排水を良くするための水抜穴及
び透水層が設けられているか。

切土等によりのり面が生じた場合、当該のり面の
構造が、小段又は排水施設の設置その他の措置が
適切に行われているか。

事業区域内ののり面が雨水、風化等により浸食さ
れないよう植生工等によるのり面保護が行われて
いるか。

(3)擁壁
   の
   構造

（裏面に続く）（裏面に続く）



(6)排水
   施設
   の能
   力

適合

適合

適合

適合

(8)調整
   池の
   設置

適合

適合

適合

適合

適合

総合評価

該当なし

民家の戸数： 戸

盛土造成面積： ㎡

斜面の最大勾配： 度

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

変状に関
する総合
評価

水抜き穴のつまり、背面土流出があるか。

支障なし

対象無し

対象無し

該当なし

該当なし
（斜面に工作物を設置している場合）

※3 (1)～(6)について該当の｢有｣｢無｣を選択。ただし､(5)､(6)
　については､擁壁､盛土がなければ｢該当なし｣を選択。
※4 (1)～(3)について｢有｣の場合､数値を記入。(4)～(6)につ
　いて｢有｣の場合､｢支障なし｣｢要経過観察｣｢対策が必要｣のい
　ずれかを選択 (同封の｢経年による地盤の変状等の自己点検の
　方法｣参照)｡

(5)経年によ
   る擁壁の
   変状
　(※3)

(6)経年によ
   る盛土の
   り面の変
   状(※3)

(4)経年によ
　 る地盤の
   変状

(3)工作物の
　 斜面設置

(2)盛土造成
（盛土造成がある場合）

事業区域内に盛土造成があるか。

工作物を斜面に設置しているか。

クラック、亀裂があるか。

沈下・隆起があるか。

吹付モルタルの剥離があるか。

ガリ浸食跡があるか。

表面の不陸または凹凸があるか。

遊離石灰の溶出、錆汁の痕跡があるか。

クラック､ずれ､はらみ､抜けがあるか。

土砂災害特別警戒区域が含まれていないか。

内　　　　　容

　 兵庫県HP：https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks29/taiyoukoujourei.html　の関連資料に掲載しています。

地すべり防止区域が含まれていないか。

急傾斜地崩壊危険区域が含まれていないか。

(1)土砂災害
　 警戒区域
   (Ｙ区域)

排
水
施
設
の
設
置

(7)排水
   施設
   の構
   造

(9)設  置
   不適地

事　　項
自己評価、判断等（※4）

(支障なし・要経過観察・対策が必要)

対象無し

（下流域にＹ区域が存する場合）
該当なし

事業区域の下流域にＹ区域が存しているか｡
(存する場合のＹ区域内の民家の戸数)

対象無し

維持管理の容易な構造であるか。

土砂の流出を防止するための泥溜め又は沈砂池が
適切に設置されているか。

周辺地域の浸水被害の可能性が明らかに高まる場
合、調整池が設置されているか。

災害危険区域が含まれていないか。

事業区域の規模、地形、降水量等及び放流先の排
水能力を考慮し、事業区域及び流域の地表水等が
有効に排出される勾配及び断面を有する排水施設
が設置されているか。

堅固で耐久性を有するものか。

事業区域内にＹ区域が含まれているか。

※1 防災上の措置に関する基準については、同封の「太陽光発電施設の設置等に関する基準」の事項２太陽光
   発電施設の設置に係る防災上の措置に関する事項で規定されています。
　 なお、施設基準の各項目について、その解説や標準的な検討方法を示した「技術マニュアル(案)」を以下
   の兵庫県HPに掲載していますので併せて御確認ください。

適合

９　土砂災害警戒区域、地盤の変状等の状況

有・無
・該当なし
(※3)

※2 基準への適合状況には､適合･不適合･不明を選択し､不適合又は不明の場合は､防災に関する自己評価
　（できるだけ根拠となる数値等も併せて）及び今後の安全対策の方法､時期等を記入。



整理番号

569

３　再生可能エネルギー発電事業計画の認定設備ID：

４　設置工事： 〇 完了 工事中 未着手

５　事業区域の面積(発電出力)： 14,000 1,134 kW)

６　Ａ、Ｂのいずれかに○を入れ、（　　）内に日付を記入してください。

Ａ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出あり

年 月

〇 Ｂ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出なし 

2015 年 7 月 15
　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

７　発電開始日： 西暦 2015 年 9 月 30

８　防災上の措置に関する基準への適合状況

(2)擁壁
   の
   設置

適合

適合

適合

(4)のり
   面の
   構造

適合

(5)のり
   面保
   護

適合

※  依頼文書に記載の整理番号を右欄に記入の上、全ての黄色のセルに記入願います。ただ
　し、設置工事中の場合は、７､９(4)～(6)への記入は不要です。設置工事未着手の場合は、
　７､８､９(2)～(6)への記入は不要です。灰色のセルへの記入は不要です。
　  記入漏れがないことを御確認の上､提出いただきますようお願いします｡

不適合又は不明の場合の防災に関する
自己評価等を記入ください。

防災上の措置に関する基準への適合状況等の自己点検票（公表用）

兵庫県神崎郡市川町神崎字高町785-11

東京都港区海岸1-5-20

基準への適合状況等（※2）

 適 合・
不適合
・不 明

（設置工事着手　西暦

（届出　　　　　西暦

１　事業区域の所在地：

             氏名： プロミネットパワー株式会社　

A878482E28

平方メートル（

事　　項

    ※ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名

日）

日）

日）

防災上の措置に関する基準（※1）

２　発電事業者住所：

(3)擁壁
   の
   構造

適合

地
盤
の
安
定
性
の
確
保

(1)地盤
   の
   勾配

工作物が設置された地盤の勾配は30 度以下であ
るか。または、30度を超える場合、地盤調査等に
より、その安定が確認できるか。

切土等により崖(勾配が30度を超える土地)が生じ
た場合、当該崖の表面が擁壁で覆われているか。
または、覆われていない場合、勾配、地質、土質
及び高さからみて崩壊のおそれがない、又は周辺
の土地利用の状況等により擁壁の設置の必要がな
いか。

安定計算等により、その安定性が確かめられたも
のであるか。

当該擁壁の裏面の排水を良くするための水抜穴及
び透水層が設けられているか。

切土等によりのり面が生じた場合、当該のり面の
構造が、小段又は排水施設の設置その他の措置が
適切に行われているか。

事業区域内ののり面が雨水、風化等により浸食さ
れないよう植生工等によるのり面保護が行われて
いるか。

（裏面に続く）



(6)排水
   施設
   の能
   力

適合

適合

適合

適合

(8)調整
   池の
   設置

適合

適合

適合

適合

適合

総合評価

無

民家の戸数： 戸

盛土造成面積： ㎡

斜面の最大勾配： 度

無

無

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

変状に関
する総合
評価

（下流域にＹ区域が存する場合）
無

事業区域の下流域にＹ区域が存しているか｡
(存する場合のＹ区域内の民家の戸数)

クラック､ずれ､はらみ､抜けがあるか。

水抜き穴のつまり、背面土流出があるか。

支障なし

無

無
（斜面に工作物を設置している場合）

※3 (1)～(6)について該当の｢有｣｢無｣を選択。ただし､(5)､(6)
　については､擁壁､盛土がなければ｢該当なし｣を選択。
※4 (1)～(3)について｢有｣の場合､数値を記入。(4)～(6)につ
　いて｢有｣の場合､｢支障なし｣｢要経過観察｣｢対策が必要｣のい
　ずれかを選択 (同封の｢経年による地盤の変状等の自己点検の
　方法｣参照)｡

(5)経年によ
   る擁壁の
   変状
　(※3)

(6)経年によ
   る盛土の
   り面の変
   状(※3)

(4)経年によ
　 る地盤の
   変状

(3)工作物の
　 斜面設置

(2)盛土造成
（盛土造成がある場合）

事業区域内に盛土造成があるか。

工作物を斜面に設置しているか。

クラック、亀裂があるか。

沈下・隆起があるか。

吹付モルタルの剥離があるか。

ガリ浸食跡があるか。

表面の不陸または凹凸があるか。

遊離石灰の溶出、錆汁の痕跡があるか。

事業区域内にＹ区域が含まれているか。

※1 防災上の措置に関する基準については、同封の「太陽光発電施設の設置等に関する基準」の事項２太陽光
   発電施設の設置に係る防災上の措置に関する事項で規定されています。
　 なお、施設基準の各項目について、その解説や標準的な検討方法を示した「技術マニュアル(案)」を以下
   の兵庫県HPに掲載していますので併せて御確認ください。

適合

９　土砂災害警戒区域、地盤の変状等の状況

有・無
・該当なし
(※3)

※2 基準への適合状況には､適合･不適合･不明を選択し､不適合又は不明の場合は､防災に関する自己評価
　（できるだけ根拠となる数値等も併せて）及び今後の安全対策の方法､時期等を記入。

土砂災害特別警戒区域が含まれていないか。

内　　　　　容

　 兵庫県HP：https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks29/taiyoukoujourei.html　の関連資料に掲載しています。

地すべり防止区域が含まれていないか。

急傾斜地崩壊危険区域が含まれていないか。

(1)土砂災害
　 警戒区域
   (Ｙ区域)

排
水
施
設
の
設
置

(7)排水
   施設
   の構
   造

(9)設  置
   不適地

事　　項
自己評価、判断等（※4）

(支障なし・要経過観察・対策が必要)

維持管理の容易な構造であるか。

土砂の流出を防止するための泥溜め又は沈砂池が
適切に設置されているか。

周辺地域の浸水被害の可能性が明らかに高まる場
合、調整池が設置されているか。

災害危険区域が含まれていないか。

事業区域の規模、地形、降水量等及び放流先の排
水能力を考慮し、事業区域及び流域の地表水等が
有効に排出される勾配及び断面を有する排水施設
が設置されているか。

堅固で耐久性を有するものか。



整理番号

570

３　再生可能エネルギー発電事業計画の認定設備ID：

４　設置工事： 〇 完了 工事中 未着手

５　事業区域の面積(発電出力)： 14,600 1,000 kW)

６　Ａ、Ｂのいずれかに○を入れ、（　　）内に日付を記入してください。

Ａ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出あり

年 月

〇 Ｂ 太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例第７条第１項の届出なし 

2014 年 11 月 13
　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

７　発電開始日： 西暦 2014 年 6 月 2

８　防災上の措置に関する基準への適合状況

(2)擁壁
   の
   設置

不明

不明

不明

(4)のり
   面の
   構造

不明

(5)のり
   面保
   護

不明

工作物が設置された地盤の勾配は30 度以下であ
るか。または、30度を超える場合、地盤調査等に
より、その安定が確認できるか。

切土等により崖(勾配が30度を超える土地)が生じ
た場合、当該崖の表面が擁壁で覆われているか。
または、覆われていない場合、勾配、地質、土質
及び高さからみて崩壊のおそれがない、又は周辺
の土地利用の状況等により擁壁の設置の必要がな
いか。

安定計算等により、その安定性が確かめられたも
のであるか。

当該擁壁の裏面の排水を良くするための水抜穴及
び透水層が設けられているか。

切土等によりのり面が生じた場合、当該のり面の
構造が、小段又は排水施設の設置その他の措置が
適切に行われているか。

事業区域内ののり面が雨水、風化等により浸食さ
れないよう植生工等によるのり面保護が行われて
いるか。

(3)擁壁
   の
   構造

適合

地
盤
の
安
定
性
の
確
保

(1)地盤
   の
   勾配

防災上の措置に関する基準への適合状況等の自己点検票（公表用）

兵庫県神崎郡市川町神崎字の山８７９－１５

東京都江東区東砂6丁目10番4号

基準への適合状況等（※2）

 適 合・
不適合
・不 明

（設置工事着手　西暦

（届出　　　　　西暦

１　事業区域の所在地：

             氏名： 株式会社サクション瓦斯機関製作所　代表取締役　竹内　誠

A830511E28

平方メートル（

事　　項

    ※ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、その名称及び代表者の氏名

日）

日）

日）

防災上の措置に関する基準（※1）

２　発電事業者住所：

※  依頼文書に記載の整理番号を右欄に記入の上、全ての黄色のセルに記入願います。ただ
　し、設置工事中の場合は、７､９(4)～(6)への記入は不要です。設置工事未着手の場合は、
　７､８､９(2)～(6)への記入は不要です。灰色のセルへの記入は不要です。
　  記入漏れがないことを御確認の上､提出いただきますようお願いします｡

不適合又は不明の場合の防災に関する
自己評価等を記入ください。

太陽光設備の計画時、すでに地主様にて
開発造成が完了していたため、構築前に
地耐力計算等を通じて安全性を確認の上
構築している

同上

同上

同上

同上

（裏面に続く）



(6)排水
   施設
   の能
   力

不明

不明

不明

不明

(8)調整
   池の
   設置

適合

適合

適合

適合

適合

総合評価

無

民家の戸数： 戸

盛土造成面積： ㎡

斜面の最大勾配： 度

無

無

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

変状に関
する総合
評価

維持管理の容易な構造であるか。

土砂の流出を防止するための泥溜め又は沈砂池が
適切に設置されているか。

周辺地域の浸水被害の可能性が明らかに高まる場
合、調整池が設置されているか。

災害危険区域が含まれていないか。

事業区域の規模、地形、降水量等及び放流先の排
水能力を考慮し、事業区域及び流域の地表水等が
有効に排出される勾配及び断面を有する排水施設
が設置されているか。

堅固で耐久性を有するものか。

事業区域内にＹ区域が含まれているか。

※1 防災上の措置に関する基準については、同封の「太陽光発電施設の設置等に関する基準」の事項２太陽光
   発電施設の設置に係る防災上の措置に関する事項で規定されています。
　 なお、施設基準の各項目について、その解説や標準的な検討方法を示した「技術マニュアル(案)」を以下
   の兵庫県HPに掲載していますので併せて御確認ください。

不明

９　土砂災害警戒区域、地盤の変状等の状況

有・無
・該当なし
(※3)

※2 基準への適合状況には､適合･不適合･不明を選択し､不適合又は不明の場合は､防災に関する自己評価
　（できるだけ根拠となる数値等も併せて）及び今後の安全対策の方法､時期等を記入。

土砂災害特別警戒区域が含まれていないか。

内　　　　　容

　 兵庫県HP：https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks29/taiyoukoujourei.html　の関連資料に掲載しています。

地すべり防止区域が含まれていないか。

急傾斜地崩壊危険区域が含まれていないか。

(1)土砂災害
　 警戒区域
   (Ｙ区域)

排
水
施
設
の
設
置

(7)排水
   施設
   の構
   造

(9)設  置
   不適地

事　　項
自己評価、判断等（※4）

(支障なし・要経過観察・対策が必要)

無

無
（斜面に工作物を設置している場合）

※3 (1)～(6)について該当の｢有｣｢無｣を選択。ただし､(5)､(6)
　については､擁壁､盛土がなければ｢該当なし｣を選択。
※4 (1)～(3)について｢有｣の場合､数値を記入。(4)～(6)につ
　いて｢有｣の場合､｢支障なし｣｢要経過観察｣｢対策が必要｣のい
　ずれかを選択 (同封の｢経年による地盤の変状等の自己点検の
　方法｣参照)｡

(5)経年によ
   る擁壁の
   変状
　(※3)

(6)経年によ
   る盛土の
   り面の変
   状(※3)

(4)経年によ
　 る地盤の
   変状

(3)工作物の
　 斜面設置

(2)盛土造成
（盛土造成がある場合）

事業区域内に盛土造成があるか。

工作物を斜面に設置しているか。

クラック、亀裂があるか。

沈下・隆起があるか。

吹付モルタルの剥離があるか。

ガリ浸食跡があるか。

表面の不陸または凹凸があるか。

遊離石灰の溶出、錆汁の痕跡があるか。

（下流域にＹ区域が存する場合）
無

事業区域の下流域にＹ区域が存しているか｡
(存する場合のＹ区域内の民家の戸数)

クラック､ずれ､はらみ､抜けがあるか。

水抜き穴のつまり、背面土流出があるか。

支障なし

太陽光設備の計画時、すでに地主様にて
開発造成が完了していたため、構築前に
地耐力計算等を通じて安全性を確認の上
構築している

同上

同上

同上

調整池の設置対象ではありません


